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2020 年１月 24 日  

日本商工会議所 

東京商工会議所 

「再生可能エネルギー主力電源化制度改革小委員会 

中間取りまとめ（案）」に対する意見 

 

今般政府にてとりまとめられた標記案（以下、「政府（案）」）について、以下のとおり意

見を申し述べる。 

１． 当所の基本的考え方 

 当所は、再生可能エネルギー固定価格買取制度（FIT 制度）について、急増する買取費用

総額（2019 年度、3.6 兆円）を背景に、従前より国民負担の抑制およびそのための制度の

見直しを要望してきた。今般、国民負担の増大および系統制約の顕在化等の課題を解決

し、再生可能エネルギーが主力電源となるための抜本的な制度見直しが行われることを評

価する。 

２． 当所意見の概要 

 Ⅰ．電源の特性に応じた支援制度 

・FIP 制度における価格決定にあたっては、より効果的に市場機能を活かすためにも入札 

制を活用すべきである。また、入札上限価格の設定については、コストの積み上げのみ 

ならず市場動向および将来的なポテンシャル・ターゲットも評価したうえで、コスト 

削減効果も踏まえ慎重に検討・決定すべきである。 

 ・レジリエンス強化等の観点から FIT 制度の枠組みを残す地域活用電源のうち、自家消 

費型電源について、その要件における自家消費比率の設定に際しては、できる限り高 

い水準とすべきである。 

 ・地域消費型の対象とするバイオマス発電の要件について、輸送距離の短縮によるコス 

ト削減を重視する方針を評価する。今後の検討においては、ライフサイクル GHG 排出 

量等燃料調達から見た温室効果ガスがどの程度排出されているのか、といった視点も 

取り入れるべきである。 

 Ⅱ．地域に根差した再エネ導入の促進 

 ・標識・柵塀の設置義務に違反する案件に対して、一定期間を経ても改善が確認されな 

い案件については、認定取消しを含めた対応を速やかに行う方針を高く評価する。 

 ・太陽光発電設備の廃棄等費用について、原則、源泉徴収的な手法により徴収する外部 

積立てを発電事業者に義務付ける方針を高く評価する。 

Ⅲ．再エネ主力時代の次世代電力ネットワーク 

 ・地域間連系線等の系統の増強に係る費用について、再エネ寄与率を参照し、その範囲 

に限定して賦課金方式で徴収した交付金を充てる案については、前提として、既存系 

統の最大限の活用および費用便益計算が十分に行われること、発電コストに系統整備 

コストを加えたトータルコストが現状よりも低減することが必須である。 

Ⅳ．その他の論点 

 ・運転開始期限による規律が働かず、長期に運転を開始しない未稼働案件への対応につ 

いて、現行の運転開始期限に係る措置に加えて、認定失効を含めた措置を講じる方針 

を高く評価する。可能な限り早期かつ厳格な制度化を望む。 



2 

 

３． 個別事項に対する具体的意見 

 Ⅰ．電源の特性に応じた支援制度 

 ①競争電源に係る制度のあり方 

該当頁・

行数 
意見 理由 

５頁 

18～23 

行目 

 FIP 価格の決定において

は、入札制を積極活用して

コスト削減に結び付けるべ

きである。入札上限価格の

設定にあたっては、コスト

の積み上げのみならず市場

動向および将来的なポテン

シャル・ターゲットも参

照・評価し、高止まりしな

いよう慎重な検討と決定を

行うべきである。 

 案にも記載のとおり、入札制を積極

活用することによりコスト低減効果

を期待できる。その効果を最大化し

つつ再生可能エネルギー導入を促進

するため、競争電源が FIP 制度の対

象であることを踏まえ、入札上限価

格の設定にあたって発電コスト以外

の要素も十分に考慮した検討がなさ

れる必要がある。 

６頁 

３～５ 

行目 

 FIP 価格や参照価格の在り

方等について、制度開始後

も適切な見直しおよびファ

インチューニングを行う制

度設計の方向性を評価す

る。 

 デジタル技術の進展および新たなビ

ジネスモデルの確立等によって、

FIP 制度における対象電源等が変化

していくことは十分に考えられる。

必要な見直しを機動的に行っていく

ことは極めて重要である。 

７頁 

６～９ 

行目 

 小規模事業者を対象とした

FIP 制度における緊急避難

措置に関し、市場統合を妨

げないよう、利用期間や買

取価格について、FIP 制度

による市場取引を行うこと

にインセンティブが働くよ

う制度設計を行うことを評

価する。 

 緊急避難措置は、先行して FIP 制度

を導入している他国事例にも見られ

るように、市場におけるセーフティ

ネットとして必要である。他方で、

あくまで緊急避難であるため、市場

取引を促す内容でなければならず、

市場価格よりも一定程度低い買取価

格を設定する等の工夫を行うべきで

ある。 
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②地域活用電源に係る制度の在り方 

該当頁・

行数 
意見 理由 

９頁 

１～９ 

行目 

 自家消費型の要件における

自家消費比率の設定にあた

っては、自家消費を主たる

目的とする施設を対象とす

るという本来の趣旨を踏ま

え、できるだけ高い水準と

すべきである。 

 第 53 回調達価格算定委員会におい

て自家消費比率を調達価格の設定時

における想定値として 50％、自家消

費計画および運転開始後の取締りに

おいては 30％とする案が示されてい

る。今後の動向も確認しつつ、水準

の引き上げを検討すべきである。 

10 頁 

１～13 

行目 

 地域消費型の対象とするバ

イオマス発電の要件につい

ては、輸送距離の短縮によ

るコスト削減を重視する方

針を評価する。また、今後

の検討においては、ライフ

サイクル GHG 排出量の視点

を取り入れるべきである。 

 

 地域消費型の対象となるバイオマス

発電については、エネルギー基本計

画（P41）の「地域との共生を図り

つつ緩やかに自立化に向かう地熱・

水力・バイオマスの主力電源化に向

けた取組」において「地域に賦存す

る木材を始めとしたバイオマス」の

導入を進める旨が記載されている。 

 地域消費型の対象となるバイオマス

発電の制度設計においては、内外無

差別の原則に配意しつつも、一般木

材等バイオマスの認定量がエネルギ

ーミックス水準を大きく超えている

こと、パーム油等の原料を海外に依

存する案件が多く含まれているこ

と、バイオマス発電の役割のひとつ

は地域分散型エネルギーとして地域

活性化への寄与であること、現行制

度では既に入札制度の対象となって

いること、等を踏まえた検討が必要

である。 

11 頁 

４～17 

行目 

 地域活用要件の設計におい

て、熱利用のあり方を検討

する際には熱効率を考慮す

べきである。 

 地域活用要件の導入時期に

ついては、可能な限り早い

時期とすべきである。 

 単に熱利用のみを要件とした場合、

効率性が犠牲となる危惧がある。 

 

 

 特に小規模事業用太陽光発電におい

ては、運転開始までのリードタイム

が短く、大規模設備を小規模分割す

るような事例が発生していることに
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鑑み、速やかな要件設定が求められ

る。 

 

 Ⅱ．地域に根差した再エネ導入の促進 

 ①地域からの信頼確保 

該当頁・

行数 
意見 理由 

13 頁 

17 行目 

～ 

14 頁 

１行目 

 義務違反案件に対して、一

定期間を経ても改善が確認

されない案件については、

認定取消しを含めた厳格な

対応を速やかに行う方針を

高く評価する。 

 再エネ発電事業計画に記載

のない情報であっても、地

域住民に対する情報提供の

意義があると考えられるも

のについて、公表を行うこ

ととする方針を評価する。 

 一定期間を経ても改善の見られない

案件は、「責任ある安定的な事業運

営ができる者」とは到底思われな

い。 

 

 

 事業実施への地域の懸念を払しょく

するためには、必要十分な情報公開

が必須である。 

②廃棄等費用の確保 

該当頁・

行数 
意見 理由 

14 頁 

14～21 

行目 

 太陽光発電設備の廃棄等費

用について、管理機関によ

る原則源泉徴収的な外部積

立てを発電事業者に義務付

ける方針を高く評価する。 

 積立金の水準について、継

続して廃棄費用等の情報収

集を行い、不足のないよう

安定的な設定を行うべきで

ある。 

 積立て開始時期について、

一律調達期間終了 10 年前

からとする方針であるが、

より早期かつ自主的に積立

てを行うインセンティブを

設けるべきである。 

 2019 年１月時点で積立てを行ってい

る事業者は２割以下となっている。

一方で、太陽光発電設備の廃棄費用

は買取価格算定時のコストに算入さ

れている。 

 今後、製品寿命を迎える太陽光発電

設備が大量に発生した場合に廃棄費

用等が高騰するおそれがあり、適切

な廃棄費用がリサイクラーにまわる

体制を構築する必要がある。 

 調達期間終了 10 年前までは積立て

対応をしなくてよいというモラルハ

ザードを招く危惧がある。早期の積

立て開始を勧奨すべきである。 
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15 頁 

20～30 

行目 

 太陽光発電事業者に災害時

の備えを促すため、新規認

定案件・既認定案件ともに

火災保険・地震保険等への

加入を努力義務とすること

を評価する。 

 近年の災害発生の状況を踏まえ、事

業者に災害時の備えを促すことは、

安定した事業継続のために有意義で

ある。 

Ⅲ．再エネ主力時代の次世代電力ネットワーク 

 プッシュ型の系統形成と費用負担 

該当頁・

行数 
意見 理由 

19 頁 

２～10 

行目 

 地域間連系線等の系統の増

強に係る費用について、再

エネ寄与率を参照し、その

範囲に限定して賦課金方式

で徴収した交付金を充てる

案については、前提として

既存系統の最大限の活用、

費用便益計算の十分な実

施、発電コストに系統整備

コストを加えたトータルコ

ストの現状水準からの引き

下げが必須である。 

 再エネの主力電源化には系統整備が

不可欠であること、および、系統増

強から得られる便益のうち再エネ導

入促進効果の部分を賦課金方式で徴

収することについては理解するが、

交付対象には地域間連系線だけでな

く地内線も含まれることから、費用

便益計算は精査される必要がある。 

 広く負担を求める系統増強が安易な

系統制約解決の手段であってはなら

ない。また、買取費用総額が 2019

年度には 3.6 兆円と、エネルギーミ

ックス想定水準に迫っており、国民

負担抑制は焦眉の課題である。 

Ⅳ．その他の論点 

 地域からの信頼確保 

該当頁・

行数 
意見 理由 

21 頁 

12～21 

行目 

 運転開始期限による規律が

働かず、長期に運転を開始

しない未稼働案件への対応

について、現行の運転開始

期限に係る措置に加えて、

認定失効を含めた措置を講

じる方針を高く評価する。

可能な限り早期かつ厳格な

制度化を望む。 

 長期にわたり運転が開始されない場

合には、FIT 制度で支えるべき責任

ある事業主体とは言えない。諸外国

の事例も参考にしながら、既認定案

件も含めて認定失効を含めた措置を

講じる方針が示されたことは、FIT

制度の適正化、国民負担増大懸念の

緩和、系統容量解放等、多岐にわた

るメリットがある。 

以 上 


